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地域を支える人材育成と研究開発（共同声明） 

－最先端技術を支える国立大学の基礎研究力を次世代へ－ 
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 現在、平成 22 年度の概算要求総額 95 兆円を削減するために、行政刷新会議による

「事業仕分け」作業が行われました。そこでは、可能な限り無駄な支出を排除するた

めに、様々な角度から予算案の見直しが検討されています。こうした作業などは、国

の予算配分にあたって、国民に対して透明性を高めるという観点から意義のあるプロ

セスであると考えられます。しかしながら、資源の乏しい我が国が、国家の将来を託

すために行っている政策的投資、例えば、人材育成、学術の推進、研究開発、国際化

などが、当面する予算削減の視点と即効性の観点から議論されることに、われわれ東

海・北陸地域において教育・学術研究を担う大学人として大きな危惧の念を抱いてお

ります。 

 

 



【人材育成】 国立大学は、教育の機会均等を担う公共的性格の下で、優れた教育を

提供し、人材の育成に寄与しています。地域になくてはならない優れた資質を有する

医師や教員の養成もその大事な役割です。特に、この東海・北陸地域は、自動車産業

を初めとして材料、エレクトロニクスなどの最先端技術開発を必要とする様々な基幹

産業のみならず、農業、水産、製薬などの地場産業に及ぶ幅広い分野で日本の発展を

支えています。そこで中心となって働いている人々の多くは、地域の要請に応え、我々

が育ててきた人材であると自負しており、地域に根ざした大学の存在を無視して語る

ことは出来ません。 

 

【基礎研究の重要性】 昨年は、名古屋大学関係者がノーベル賞を同時に受賞すると

いうビッグニュースが日本中を駆け巡りましたが、こうした研究の成果も、一朝一夕

に可能になるものではなく、十数年から、時には数十年にわたる地道な研究活動があ

って初めて達成された快挙です。また近年、省エネルギー・CO2 排出量の削減は、国

家的な重要課題となっていますが、例えば、LED による照明は、まさに省エネルギー・

CO2 排出量の削減に大きな役割を果たしています。これは、本年京都賞を受賞された

赤﨑勇博士（名古屋大学特別教授）の二十数年にわたる息の長い研究の成果が「青色

発光ダイオード」の発見に繋がり、その後、幾多の研究者の努力によって初めて実現

したものであります。（各大学の一例は別紙のとおり） 

 

【大学の地域貢献】 各大学は、地元産業界との共同研究などにより優秀な人材の育

成や再教育を行うとともに、研究成果の還元により様々な機能を支え地域の発展・活

性化に貢献しています。例えば、福井大学では福井県内を中心に企業２１５社と連携、

産学官連携プロジェクト・共同研究プロジェクトを推進し地域産業の活性化に資する

とともに、福井県の教員数の４割、医師数の３割、エンジニア・科学研究者の３割を

大学の卒業生が占めています。（各大学の一例は別紙のとおり） 

 

【憂慮すべき事態】 ここで挙げた例は、大学が日本を支える産業、技術革新、学術

研究で果たしてきた役割のほんの一部でしかありません。そして、それは日々の継続

的、かつ地道な努力によって積み上げられてきたものばかりなのです。万に一つでも、

目前の予算的都合からその価値を忘れ、ないがしろにするようなことが始まるとすれ

ば、それは、今後数十年の長期にわたって、日本経済や産業、特に先端技術開発に大



きなダメージを与え続ける事が危惧されます。 

 法人化以降、毎年運営費交付金が 1%減額され、今年度の運営費交付金は、法人化

初年度と比較して 720 億円が削減となっています。各大学では、様々な経費節減努力

を行ってきましたが、限界に達しています。この状況が続くと地域の教育・研究・医

療の拠点としての機能が弱体化し、地域の発展を阻害しかねない状況となります。 

 日本の高等教育への公財政支出（対 GDP 比）は、OECD 加盟国中最下位であり、

高等教育費の伸び率は、OECD 加盟国中、日本が唯一のマイナス（△2.6%）とのこと

であります。一方で、欧米や中国などを中心に各国は、現在の経済危機を乗り越え、

さらに国家の持続的発展のための戦略に基づいて大学予算を含む教育研究・学術関連

予算の大幅な引き上げを行っています。資源の乏しい日本が生き残るには、技術発展

を生み出す「人」への投資が不可欠です。このような中、知識創造の源である高等教

育機関への投資をひとり日本のみが減らし続ければ、世界の中で日本は着実に落伍し

ていきます。 

 

 

【まとめ】 こうした状況に危機感を抱いた東海・北陸地域の国立大学の学長が、本

日、一堂に会し、共同声明を発表することになりました。政策決定過程の透明性を高

める試みの意義は否定しませんし、また、私たちは各種業務の効率化や経費節減など

の改革努力を今後も惜しまず実行してまいります。 

 政府におかれましては、われわれの声や幅広い国民の声に耳を傾けていただき、大

学界との密接な対話などにより我が国の持続的発展と国際社会における役割を再度

確認され、日本が進むべき方向とその将来像を明確にした上で、教育研究・学術予算

を吟味されることを強くお願いするものであります。 


